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令和６年６月文京区議会定例議会提案事項 
【令和６年６月４日】 

 

１ 文京区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用等

に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の一部改正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容 生活保護法の一部改正に伴う文言の整備（別表第２の１の項） 

     「進学準備給付金」→「進学・就職準備給付金」 

⑶ 施行期日 公布の日 

 

 

２ 文京区副区長定数条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 副区長の定数を改めるため、提案する。 

⑵ 改正内容 副区長の定数の変更 「１人」→「２人」 

⑶ 施行期日 公布の日 

 

 

３ 文京区公契約条例（新規制定） 

⑴ 提案理由 文京区における公契約に係る基本方針その他必要な事項を定めるため、提案する。 

⑵ 主な内容 

ア 目的及び定義 

イ 基本方針 

ウ 区及び受注者の責務 

エ 適用範囲 

 (ア) 工事又は製造の請負契約で、その予定価格が１億円以上のもの 

  (イ) 工事又は製造以外の請負契約及び業務委託契約のうち、その予定価格が１，０００万円以上のもので

あって、規則で定めるもの 

  (ウ) 指定管理協定 

オ 労働者等の労働報酬 

    区は、公契約において、その受注者及び受注関係者が労働者等に対し労働報酬下限額以上の額の労働報

酬を支払わなければならないことを約定する。 

カ 労働報酬下限額の決定等 

   労働報酬下限額は、労働者等の区分に応じ、労務単価、地域別最低賃金その他の事情を勘案して定める。 

キ 公契約において約定する事項 

   区は、公契約の締結に当たり、オ及び別表に定める事項を約定する。 

ク 労働者等の申出 

   労働者等は、支払われるべき労働報酬が支払われないとき又は支払われた労働報酬の額が労働報酬下限

額を下回るときは、区、受注者又は受注関係者に対し、その事実を申し出ることができる。 

ケ 報告及び立入調査 

コ 公表 

サ 文京区公契約審議会の設置 

⑶ 施行期日等 

 ア 施行期日 令和７年４月１日。ただし、⑵カ及びサについては、公布の日 

  イ 経過措置 ⑵エからコまでについては、この条例の施行の日前に文京区プロポーザル方式実施要綱（２

３文総契第１２号）に基づき選定を行う公契約（同日前に公募する指定管理者に係る指定管理

協定を含む。）については、適用しない。 



- 2 - 

４ 文京区災害に伴う応急措置の業務等に従事した者に対する損害補償に関する条例の一部を改正する条例 

 ⑴ 提案理由 非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和３１年政令第３３５号）の一部改

正に伴い、補償基礎額を改定するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 補償基礎額の改定（第５条第２項） 

８，９００円 → ９，１００円 

⑶ 施行期日等 公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

 

５ 文京区立障害者福祉施設条例の一部を改正する条例 

 ⑴ 提案理由 区立放課後等デイサービス事業所ロードを新設するほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 

  ア 障害者福祉施設の新設 

(ア) 名 称 文京区立放課後等デイサービス事業所ロード 

(イ) 位 置 東京都文京区音羽一丁目１９番１８号 

(ウ) 事 業 

・ 放課後等デイサービス事業 

・ その他区長が必要があると認めた事業 

(エ) 休業日 

・ 日曜日 

・ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」という。） 

・ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（休日を除く。） 

イ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 令和６年９月１日。ただし、⑵イについては、公布の日 
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６ 文京区建設事務手数料条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）の一部改正等に伴い、手数料の徴収項目を追

加するほか、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容 

ア 引用法令の整備（第２条第１項及び別表第３） 

    「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」 

→ 「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律」等 

イ 手数料の額の改定（別表第１） 

(ア) 開発行為許可申請手数料 

(イ) 開発行為変更許可申請手数料 

ウ 手数料の徴収項目の追加（別表第１） 

(ア) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）における開発行為又は建築に係る規定に適合していること

の証明書の交付手数料 １通につき９００円 

(イ) 宅地造成等工事規制区域内における宅地造成等に関する工事等（以下「宅地造成工事等」という。）

の許可申請に対する審査に係る手数料 

ａ 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積工事許可申請手数料 

・ 宅地造成及び特定盛土等を行う場合 

   切土又は盛土をする土地の面積に応じ、２０，０００円～５３３，０００円 

・ 土石の堆積を行う場合 

   土石の堆積を行う土地の面積に応じ、１８，０００円～２９２，０００円 

ｂ  宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積工事変更許可申請手数料 

・ 宅地造成及び特定盛土等を行う場合 

(a)から(c)までの額の合計額（その額が５３３，０００円を超えるときは、５３３，０００円） 

  (a) 切土又は盛土をする土地の面積に応じ、ａの額に１０分の１を乗じて得た額 

  (b) 新たに編入された切土又は盛土をする土地の面積に応じたａの額 

  (c) その他の変更 １５，０００円 

・ 土石の堆積を行う場合 

(a)から(c)までの額の合計額（その額が２９２，０００円を超えるときは、２９２，０００円） 

(a) 土石の堆積をする土地の面積に応じ、ａの額に１０分の１を乗じて得た額 

   (b) 新たに編入された土石の堆積をする土地の面積に応じたａの額 

   (c) その他の変更 １５，０００円 

(ウ) 宅地造成工事等に係る規定に適合していることの証明書の交付手数料 １通につき９００円 

 (エ) 宅地造成工事等の許可を行う際に登録する盛土規制法調書の写しの交付手数料 １通につき７００円 

エ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 令和６年７月３１日。ただし、⑵アについては、公布の日 
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７ 文京区家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例 

⑴ 提案理由 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改

正に伴い、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容 

小規模保育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型及び事業所内保育事業を行う事業所における保育士及び保育従

事者の数の改正（第２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項） 

(ア) 満３歳以上満４歳に満たない児童 「おおむね２０人につき１人」 → 「おおむね１５人につき１人」 

(イ) 満４歳以上の児童 「おおむね３０人につき１人」 → 「おおむね２５人につき１人」 

⑶ 施行期日等  

ア 施行期日 公布の日 

イ 経過措置 保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるときは、

当分の間、⑵の規定は、適用しない。 

 

 

８ 電線共同溝整備工事（区道第８８９号）請負契約の一部変更について 

⑴ 提案理由 工事の内容の変更等に伴い、契約の一部を変更するため、提案する。 

⑵ 変更内容 

ア 契約の目的  電線共同溝整備工事（区道第８８９号） 

イ 契約の方法  制限付き一般競争入札による契約 

ウ 契約金額   金３億８，６６７万６，４００円 

  （変更前の契約金額 金３億４，３３５万７００円） 

エ 契約の相手方 メーシック・ダイマス建設共同企業体 

         構成員（代表者）  東京都文京区湯島二丁目９番９号 

                   株式会社メーシック 

                   代表取締役 今崎雄司 

         構成員       東京都文京区関口一丁目２３番６号プラザ江戸川橋３０７ 

                   株式会社ダイマス 

                   代表取締役 増田京子 

 

【参考】 

① 工   期  令和３年６月２５日から令和６年７月３１日まで 

② 支 出 科 目  令和３年度から令和６年度まで 一般会計 土木費 道路橋梁費 
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９ 文京区立元町公園整備工事（第二期）請負契約の一部変更について 

⑴ 提案理由 工事の内容の変更に伴い、契約の一部を変更するため、提案する。 

⑵ 変更内容 

ア 契約の目的  文京区立元町公園整備工事（第二期） 

イ 契約の方法  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第８号の規定によ

る随意契約 

ウ 契約金額   金５億６，２３２万５，５００円 

  （変更前の契約金額 金５億２５８万６，７００円） 

エ 契約の相手方 小野・大洋建設共同企業体 

構成員（代表者）  東京都文京区後楽一丁目１番１３号小野水道橋ビル４階 

                   株式会社小野組東京支店 

                   執行役員東京支店長 松岡毅 

構成員       東京都文京区千駄木三丁目３３番４号２０３ 

                   大洋造園土木株式会社文京支店 

                   支店長 棚倉恒夫 

 

【参考】 

① 工   期  令和５年９月２８日から令和７年３月１０日まで 

② 支 出 科 目  令和５年度及び令和６年度 一般会計 総務費 防災対策費 

                           土木費 公園緑地費 

 

10 令和６年度文京区一般会計補正予算 

 

 


